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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
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要旨
　APECはアジア太平洋の21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラムであり、「多様性」に
その特徴がある。多様性の中で自由で開かれた貿易・投資の自由化、円滑化の目標を実現するた
め、APECは様々な現実的取組みを拡大してきた。そのような取組みの一つとして、参加国・地域
が同時に実施できないプロジェクトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず率先して行い、そ
の後に参加国・地域全体に拡大して実施することを内容とする「パスファインダー・イニシアティ
ブ」がある。APECに対する唯一公式の民間ビジネス諮問組織である「APECビジネス諮問委員会
（ABAC）」が導入を提唱した「APECビジネス・トラベル・カード（ABTC）」はパスファイン
ダー・イニシアティブの具体的成功例の一つである。ABTCは海外に頻繁に出張するビジネスパー
ソンのために発行される。ABTCを所持すれば制度に参加するAPECの国・地域に、旅券とABTCの
みで、つまり査証なしでABTC専用レーンを利用して入国できることから、一般旅客の入国審査の
長い列に並ぶ必要がなく、APEC地域をビジネスの場とする１分１秒でも時間の惜しい関係者に
とって極めて有用である。ABTCはアジア太平洋域内におけるビジネス関係者の移動（business 
mobility）を容易にする大切なツールの一つであり、APEC域内の民間ビジネスによる経済交流を一
層促進することが期待される。
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　パスファインダー・イニシアティブ（Path-ﬁnder Initiative）、FTAAP、TPP
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
APECビジネス諮問委員会とAPECパスファインダ ・ーイニシアティブの成功例のABTC
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施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
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1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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　approach in advancing some APEC initiatives）」は以下の通
　り：「首脳は、準備ができているエコノミーは、ボゴール宣
　言に従って、共同の取り決めを開始することを再確認する。
　首脳は、そのような「パスファインダー・イニシアティブ」
　の発展を奨励し、そのようなアプローチを採択する上で、自
　主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決定、柔軟性、透
　明性、開かれた地域主義及び先進メンバー及び途上メンバー
　の間での異なるタイム・テーブルといったAPECの諸原則が
　遵守されるべきであることに意見の一致をみる。イニシア
　ティブを試験的に実施する複数のメンバーによる「パスファ
　インダー・イニシアティブ」の活用は、ボゴール目標に向け
　た進展を再活性化し、強化されたキャパシティ・ビルディン
　グのプログラムを通じてより広範な参加を奨励するための枠
　組みを提供するであろう。首脳は、また、これらのイニシア
　ティブが透明で開かれたものであるべきであり、明確な目的
　及び後から準備ができた時に参加する他のAPECメンバーの
　可能な限り広範な参加を奨励するための実施枠組みを備える
　べきであるということに意見の一致をみる。」（外務省
　「APEC首脳宣言上海、中華人民共和国2001年10月21日」。
　（英文：「Leaders reaﬃrm that those economies ready 
　to initiate and implement a cooperative arrangement may 
　proceed to do so, consistent with the Bogor Declaration. 
　Leaders encourage the development of such “pathﬁnder 
　initiatives” and agree that in adopting such an approach, 
　AP EC principles of voluntarism, comprehensiveness, 
　consensus-based decision-making, ﬂexibility, transparency, 
　open regionalism and diﬀerentiated timetables for developed 
　and developing economies should be observed. Use of 
　“pathﬁnder initiatives” based on a group of members 
　piloting the implementation of the init iat ives,  wil l 
　invigorate progress towards the Bogor Goals and provide a 
　framework to encourage broader participation through 
　enhanced capacity building programmes. Leaders also 
　agree that these initiatives should be transparent and 
　open, with clearly deﬁned objectives and framework for 
　implementation to encourage the broadest participation by 
　other APEC members when they are ready to join.」）
　http://www.apec.org/
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
APECビジネス諮問委員会とAPECパスファインダ ・ーイニシアティブの成功例のABTC
４
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
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貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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図表１　 ABACによるAPEC首脳への提言のテーマ（2000年以降）
年 提言テーマ
2000年
2001年
2002年
2003年
2004年
2005年
2006年
2007年
2008年
2009年
2010年
2011年
2012年
2013年
2014年
2015年
2016年
「Stay on Track with Trade and Investment Liberalization and Facilitation」
（貿易・投資の自由化、円滑化の堅持）
「Common Development through Market Opening, Capacity Building and Full Participation」
（市場開放、能力構築、全員参加による発展の共有）
「Sharing Development to Reinforce Global Security」
（発展の共有と地球的規模でのセキュリティ強化）
「Harmony in Diversity: Achieving Balanced and Equitable Growth」
（多様性の中の調和：均衡のとれた公平な成長）
「Coping with the Challenges of Globalization」
（太平洋の架け橋：グローバリゼーションの課題と対応）
「Networking Asia-Paciﬁc：A Pathway to Common Prosperity」
（アジア太平洋ネットワーク：共通の繁栄に向けた道）
「Driving Forward a Prosperous and Harmonized APEC Community」
（繁栄と調和のとれたAPEC共同体の推進）
「Asia Business Responding to Climate Change」
（ABAC気候変動に関する声明）
「Mind the Gap：Making Globalization an Opportunity for All」
（格差に留意：グローバル化を万人のチャンスに）
「Building Towards the Bogor Goals with One Community」
（一丸となってボゴール目標を達成）
「Working Towards Sustainable Growth for All」
（持続可能な発展を全ての人々のために）
「21 Economies for 21st Century Prosperity」
（21の国・地域による21世紀の繁栄）
「From Aspiration to Reality」
（熱意を現実に）
「Partnership, Resilience and Bridges to Growth」
（連携と強靭性、そして成長への架け橋）
「Building Asia-Paciﬁc Community, Mapping Long-Term Prosperity」
（アジア太平洋コミュニティを築く長期繁栄への道）
「Resilient, Inclusive Growth: A Fair Deal for All」
（強靭であまねく広がる成長：万人に公平・公正に）
「Quality Growth and Human Development」
（質の高い成長と人材開発）
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
APECビジネス諮問委員会とAPECパスファインダ ・ーイニシアティブの成功例のABTC
６
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
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ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
APECビジネス諮問委員会とAPECパスファインダ ・ーイニシアティブの成功例のABTC
８
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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本では外務省経済局APEC室において、ABTC申請
の受理、審査、交付を行っている15。2015年か
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資料：外務省「APEC・ビジネス・トラベル・カード（ABTC）」<http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/btc/index.html>より作成
図表２　ABTCの制度（利点、運用国・地域、申請者要件）
図表３　ABTCの例（表と裏）
ABTCの利点
ABTC所持者は、カード裏面に記載された制度参加国・地域に短期商用目的で入国・滞在する際に、旅
券及びABTCのみで（査証なしで）入国審査を受けられる。
ABTC所持者は、入国審査の際に、ABTC専用レーンを利用することができ、円滑な審査を受けられ
る。ABTCの有効期間は、ABTCの交付日から３年間であったが、2015年９月以降の申請から有効期限
が５年に延びた。
ABTC制度運用国・地域
1997年からフィリピン、韓国、豪州の３国が試行開始。
その後、日本（2003年４月）、タイ（2003年６月）、ブルネイ（2003年８月）、ペルー（2003年11
月）、中国（2004年３月）、インドネシア（2004年５月）、シンガポール（2005年10月）、パプア・
ニューギニア（2005年12月）、ベトナム（2006年１月）、メキシコ（2007年９月）等々に運用が拡大
され、現在、２国（米国、カナダ）を除きすべてのAPEC参加国・地域が採用している。米国、カナダ
の両国も「暫定参加」をしており、それぞれ国内の空港等でABTC専用レーン設置を進めている。
ABTC申請者の要件
ABTCを所持するには申請が必要。ABTC交付対象者の基本的要件は、「犯罪歴を有さず、有効な旅券を有
し、商用目的でAPEC域内を短期かつ頻繁に移動する必要のある真正なビジネス関係者」が原則である。
具体的には、（1）有効な日本国旅券を所持していること。（2）申請書その他の提出書類に虚偽の記載がな
いこと。（3）犯罪歴がないこと。（4）外務大臣が告示で定める次のいずれかの要件に該当していること。
（ア）APECビジネス諮問委員会（ABAC）の日本委員、日本委員代理又は日本委員を補佐する業務に
従事する人、（イ）金額の多寡を問わず、貿易・投資実績がある企業等の経営者又は当該企業等に雇
用されている人で、貿易等に関する事業を行うことを目的として参加国・地域への渡航が必要である
と認められる人、（ウ）ABAC日本支援協議会の構成団体（日本経済団体連合会、日本商工会議所（日
本商工会議所の会員である商工会議所を含む）、経済同友会及び関西経済連合会）の職員、その団体
の会員である機関の経営者又は当該機関に雇用されている人で、貿易等に関する事業を行うことを目
的として参加国・地域への渡航が必要であると認められる人、（エ）貿易等に関する事業を行う機関
の経営者又は当該機関に雇用された人で、貿易等に関する事業のうち特に災害復興に資すると認めら
れるものを行うことを目的として参加国・地域に渡航し、かつ、今後同様に渡航することが必要であ
ると認められる人。
14　米国は2007年の第19回APEC閣僚会議共同声明において、
　またカナダは2008年の第20回APEC閣僚会議共同声明におい
　て、ABTC制度への暫定的な参加（transitional member）を
　表明した。
15　外務省ホームページ
　http://www.mofa.go.jp/mofaj/gaiko/apec/btc.html、
　カード申請・交付に当たっては、国内の審査に加え、当該
　国・地域当局から事前に了承を得る必要があるため、一定
　期間（６か月程度）待つ必要がある。
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１．はじめに
　Asia Paciﬁc Economic Cooperation（アジア太平
洋経済協力会議。以下、APEC）はアジア太平洋の
21の国・地域が参加する地域経済協力のフォーラ
ムであるが、異なる宗教、単一または多民族で構
成される様々な国・地域による東洋と西洋文化の
交差ないし融合、王制または共和制による政治統
治等、どれ一つ取っても多くの「多様性」を有し
ている。自由で開かれた貿易・投資の自由化、円
滑化という意欲的な目標を、ダイナミズムの源泉
とも言えるアジア太平洋のこの多様性の中で実現
するため、APECは地域を取り巻く環境や実体に合
わせながら様々な現実的な取組みを拡大してき
た。そのような現実的取組みを示すものの一つ
が、参加国・地域が同時に実施できないプロジェ
クトでも、提唱国・地域あるいはグループがまず
率先して行い、その後に21か国・地域に拡大して
APEC全体での実施を目指すことを内容とする「パ
スファインダー･イニシアティブ（Path-ﬁnder 
Initiative）」である。
　ビジネスパーソンが査証無しでアジア太平洋域
内での出入国を可能にする「APECビジネス・ト
ラベル・カード（ABTC）」と、APECに参加する
21の国・地域によるアジア太平洋を包摂する自
由貿易圏である「アジア太平洋自由貿易圏
（FTAAP）」構築構想の前段階的取組みとしての
TPP（Trans-Paciﬁc Partnership：環太平洋経済連
携協定）は、いずれもAPECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの実践例である。本稿では、
APECのパスファインダー･イニシアティブの成功
事例として前者のABTCについて、ABTC導入を提
唱し推進してきた、APECに対する民間諮問組織で
ある「APECビジネス諮問委員会（ABAC）」に敷
衍しながら論考する。なお、パスファインダー･イ
ニシアティブの実践例としての後者のFTAAP構築
を目指すTPPは、既に別のところで論考している１
ので、今回は詳しく触れない。
２．APECとパスファインダー・イニ
　　シアティブ
　APECはアジア太平洋地域の持続可能な発展を目
的に、域内の主要国・地域が参加する、開かれた
地域経済協力の枠組み（フォーラム）である。発
足は1989年であるが、現在、21の国・地域が参
加している２。21の参加国・地域の中には、日
本、米国、中国の世界経済上位３か国が含まれ、
21の参加メンバーを合わせると、経済規模では世
界のGDPの約６割、世界の貿易量の約５割、世界
人口の約４割を占める巨大な経済協力フォーラム
である。APECは「世界の貿易センター」としての
アジア太平洋地域の持続可能な成長と繁栄に向
け、貿易・投資の自由化、円滑化、人間の安全保
障，経済技術協力（エコテク）等の取組みを行っ
てきた。
　1989年の発足当初のAPECの参加国・地域は、
日本、韓国、豪州、ニュージーランド、米国、カ
ナダ、ASEAN６（ブルネイ、インドネシア、マ
レーシア、フィリピン、シンガポール、タイ）の
12エコノミーであったが、1991年に「３つの
チャイナ（three Chinas）」（中国・香港・台湾）
が加わって15カ国・地域となり、その２年後の
1993年にメキシコとパプア・ニューギニアが加
わって17カ国・地域に、更に１年後の1994年に
チリが中南米の国として初めて参加して18カ国・
地域に増えた。そして、最後に1998年にペルー、
ベトナム、ロシアの３カ国が加わって現在の21の
国・地域となった。
　このような21の国・地域の顔ぶれからも容易に
想像できるように、APECは、異なる宗教、単一ま
たは多民族で構成される様々な国・地域による東
洋と西洋文化の交差ないし融合、王制または共和
制による政治統治等、どれ一つ取っても多くの
「多様性」を有しており、これがAPECの特徴であ
ると共に、アジア太平洋地域におけるダイナミズ
ムの源泉になっている。
　このような多様性の中で、APECが長期目標と
し、アジア太平洋地域全体で目指す貿易・投資の
自由化、円滑化、経済技術協力の取組みに向けて
APECのいわば「バイブル」ともなっている、
「APEC参加の先進エコノミーは遅くとも2010年
までに、発展途上エコノミーは2020年までに、自
由で開かれた貿易・投資の目標を達成し、開発協
力を促進する」意欲的な到達点である「ゴボー
ル目標（Bogor Goals）」３を文字通り達成するの
は容易ではない。事実、先進エコノミーは2010年
までに自由で開かれた貿易・投資の目標を達成で
きず、この目標実現は途上エコノミーと合わせて
2020年に先送りされたが、多様性の中で地域を取
り巻く環境や実体に合わせて、様々な現実的な取
施をAPEC首脳に諮問する。民間部門が政府間
フォーラムの諮問組織として機能するこのような
ABACの存在は、APECの大きな特徴の一つであ
る６。
　APECへの民間の関与は、遡れば「APEC賢人会
議（APEC Eminent Persons Group：APEC EPG）」
に始まる。賢人会議は、APEC設立の３年後の
1992年の第４回APEC閣僚会議（バンコク）で設
置が決まり、APECに対し「アジア太平洋地域にお
ける貿易体制及び政策課題に関し提言を行」い 、
「貿易・投資の自由化を中心としてAPECのあり方
についてのビジョンを描くことを主要な任務」 と
する民間代表から成る組織であった。APEC賢人会
議は設置の翌年の1993年から正式な活動を始め、
1995年まで３年間に亘って活動を行い、計３回の
報告を行っている（APEC EPG報告書）。APEC賢
人会議はAPEC各国・地域から１名ずつ任命された
民間人で構成され、米国代表のフレッド・バーグ
ステン氏（国際経済研究所長 [当時]）が議長を務
め、日本からは山澤逸平氏がメンバーとなった。
APEC賢人会議は、エコノミストやビジネスパーソ
ン、研究者、元官僚等の多彩なバックグランドを
有する人で構成されていた。第１回のEPG報告書
は、「A Vision for APEC：Towards an Asia 
Paciﬁc Economic Community」というテーマで、
「自由で開かれた貿易と投資を通じてアジア太平
洋の経済共同体を漸進的に発展させる」という
「大胆なAPECのビジョン」を内容とする提言で
あった。第２回EPG報告書では、第１回報告書を
更に具体化させ、「Achieving the APEC Vision：
Free and Open Trade in the Asia Paciﬁc」のタイト
ルの下、「APECは地域の活力の維持に対する３つ
の脅威、すなわち（イ）グローバルな多角的貿易
体制のほころび、（ロ）内向きの地域主義の進
展、（ハ）アジア・太平洋地域内の分裂の危険、
に対処するため協力を促進し，拡大しなければな
らない」ことを強調している。EPGの第１回報
告、第２回報告いずれにおいてもAPECの「開かれ
た地域主義」原則が謳われている。APEC賢人会議
は、「APECに対し、地域の、及びグローバルな貿
易自由化、貿易促進プログラム、技術協力、及び
APECの機構化の４つの分野でイニシティブを取る
よう勧告」し、同勧告が1994年のボゴール（イン
ドネシア）での第２回APEC首脳会議で合意され
た、「先進エコノミーメンバーは2010年までに、
発展途上エコノミーメンバーは2020までに自由で
開かれた貿易と投資の目標を実現する」という
APECボゴール宣言に結び付いたことを考えると、
APEC賢人会議の意義や役割は大きかった。
　そのAPEC賢人会議を事実上引き継いだのが
ABACである。上に述べた様に、ABACは、APECに
対する唯一公式の民間諮問組織として、民間ビジ
ネスの立場からAPECの目標達成に向けた具体的施
策についてAPEC首脳に対し政策提言を行う。
ABACは、APEC活動の推進上、民間との交流の必
要性・重要性が配慮され、各参加国・地域から３
人のビジネス界の代表を招くことにより常設の組
織として設置されたものである。今日に至るまで
20年以上、APECの行動計画や目標に向けた実施
状況を監視するとともに、その他のビジネス部門
の優先事項についてAPEC首脳に対し提言を行って
きた（図表１）。
組みを拡大させてきた。そのような取組みを示す
ものの一つが、参加国・地域が同時に実施できな
いプロジェクトでも、提唱メンバーあるいはメン
バー･グループが率先して実施し（すなわち、提唱
メンバーや、もう２、３のメンバーが賛同すれば、
そのメンバーやグループでまず先行実施して）、後
続のメンバーは準備できた段階で参加することを
認めるアプローチの「パスファインダー･イニシア
ティブ（Path-ﬁnder Initiative：先遣隊方式）で
ある４。パスファインダー･イニシアティブは、
2001年10月の上海での第９回APEC首脳会議で合
意・採択された首脳宣言の附属文書である「上海
アコード」（Shanghai Accord）に明記された５。
本イニシアティブは、APECで合意された取組みに
おいて、ボゴール目標と整合的に、準備の整った
国・地域から順次、協力活動を開始し、実施する
ことを内容とするものである。実施に際しては、
自主性、包括性、コンセンサスに基づく意思決
定、柔軟性、透明性、開かれた地域主義といった
APECの諸原則を遵守することを原則とする。
　APEC域内に頻繁に出張するビジネスパーソン
のために発行される「APECビジネス・トラベ
ル・カード」（APEC Business Travel Card 、以
下「ABTC」）は、APECのこのパスファイン
ダー･イニシアティブの成功事例である。以下、
ABTCについて論考する。
３．APECの民間の関与とABAC
　ABTCを説明するには、その導入を提唱してきた
「APECビジネス諮問委員会（APEC Business Advisory 
Council）」（以下、「ABAC」）についての説明を
要する。ABACは、APECに参加する21か国・地
域の民間ビジネス界の代表（各国・地域より最
大３名）で構成される、APEC首脳に対する唯
一の公式民間諮問組織である。1995年に大阪で
開催されたAPEC首脳会議において、官民交流の
必要性、重要性を考慮しABACの設置が決定さ
れた。アジア太平洋地域における貿易・投資の
枠組みのあり方、自由化、円滑化に向けた取組
みについて民間ビジネスの立場から議論し、毎
年開催されるAPEC首脳会議に政策提言を提出
し、官民の直接対話を行いながら政策の実施を
諮問する。
　このように1995年のAPEC大阪首脳会議におい
て、「民間ビジネスの声を聞くメカニズム」とし
て設置が決まったABACは、翌年の1996年から始
動した。以来、20年以上に亘り毎年約４回の
ABAC会議を重ね、アジア太平洋地域における貿
易・投資の枠組みのあり方や経済技術協力、能力
構築等の諸課題についてビジネスの立場から議論
し、議論の結果を踏まえた政策提言を、その年の
APEC首脳宛の提言書（「APEC首脳宛提言書
（Report to APEC Economic Leaders）」）とし
てまとめる。提言書は10月から11月にかけて開
催されるAPEC首脳会議に提示し、政策提言の実
1980年に設立され、産・学・官（政府関係者は個
人の資格で参加）の代表が、アジア太平洋の経済
協力に貢献するために集まった組織である。「開
かれた地域主義」の考え方が、PECCを経由して、
大平首相の環太平洋連帯構想から20年後の1989
年に発足したAPECに引き継がれたというAPEC発
足の経緯もあり７、APECが創設されて以降、その
発展と拡大に歩調を合わせて、PECCはAPECの
「オブザーバー」の立場を維持し、通商交渉当事
者の外郭団体として、ビジネスと研究機関分野の
国際ネットワークを育成し、APECを取巻く諸条件
の分析と政策提言をおこなう独立した機関として
の役割を果たしてきている。PECCは現在、24の
国・地域から産・学・官のメンバーが、現時点で
も個人の資格で参加している組織であるが、APEC
に対し、「State of the Region」のようなアジア太
平洋地域の経済と地域統合の現状と展望のレ
ポートを発行し、また分野別の概観や分析をAPEC
に提供している。
　ABACはAPEC首脳宛に直接、提言を行う唯一公
式の組織ではあるが、同時にAPEC閣僚やSOM（高
級実務者会合：Senior Oﬃcials Meeting）とも綿密
に協議を重ねてきている。APECがそうであるよう
に、ABACもAPECに歩調を合わせて、貿易・投資
や経済技術協力、能力構築等は勿論、それ以外の
分野にまで対象領域を広げている。
　ABACはAPECの公式諮問組織であることから、
その活動も、任意主義（voluntarism）、総体的合
意（consensus-making）、非拘束（non-binding）
というAPECの性格（原則）によって特徴付けら
れる。政治・文化・社会・宗教・民族等がそれぞ
れ異なりながらも、太平洋を囲む国・地域が一つ
のフォーラムに纏まっているのがAPECの特徴で
あれば、ABACもまたそのような特徴を有する。中
国の経済地位増大やアジア諸国・地域の経済発展
により、米国と中国あるいは米国や中国とアジア
諸国との意見の食い違いが、APECと同様にABAC
においても問題となる場合がある。しかしなが
ら、APECのこの３つの性格がABACにおいても尊
重されるため、意見の食い違いがABACの停滞や分
裂に至ることなく、20年以上に亘る活動が進めら
れてきた。「非拘束」であることは、逆に、APEC
とABACの参加国・地域に自由な発言を促すための
環境を生み出しているとも言える。APEC/ABAC
で、合意された施策について、対応可能な国・地
域から先行実施するパスファインダー・イニシア
ティブによる柔軟性を確保しているのはそのよう
な理由からである。
　ABACは通常４から５の作業部会（Working 
Group：ワーキンググループ）を設置して議論を
行う。作業部会には変遷があるが、2017年現在、
①地域経済統合作業部会（Regional  Economic 
Integration Working Group）、②金融・経済作業部
会（Finance and Economics Working Group）、
③零細・中小企業と起業家作業部会（MSME & 
Entrepreneurship Working Group）、④持続可能な
発展作業部会（Sustainable Development Working 
Group）、⑤コネクティビティ作業部会 （Connectivity 
Working Group）の５つが設置され、それぞれの
分野において政策提言を議論している８。
　ABACの会合は毎年３回ないし４回のABAC会議
で行う。全体会議（Plenary Meeting）と、その年
の検討テーマに沿って部門毎の作業部会会議
（Working Group Meeting）が必要に応じて複数
回開かれる。加えて、APECのSOM、各専門家会議等
にもABACから代表者が出席し、APECの政策及び
政策実施状況について民間ビジネスの視点から意
見や評価を述べる。このようなABAC会議開催や
APEC会議への参加を経て、毎年、21のAPEC参加
国・地域の首脳宛の具体的な政策提言を「提言
書」という形で纏めて提示し、その実行を諮問す
る。更に、ABACはAPEC首脳との直接対話
（Dialogue with APEC Economic Leaders）も行
う。これは、毎年10月から11月にかけて開催され
るAPEC首脳会議の際に、APEC21の国・地域の
APEC首脳とABAC委員が一同に会し、またいくつ
かのテーブルに分かれて、直接の政策対話や意見
交換を行い、ABACの提言を詳しく説明しその実施
を訴えるものである。
　21の国・地域を包摂するAPECの活動におい
て、特に積極的なエコノミーは日本、米国、豪州
であるが、同時にABACにおいても、日本と米国、
豪州はその活動に力を入れている。ABACが
　このようなABACの存在はAPECの大きな特徴の
一つであり、他の地域フォーラムには見られない。
APECに関係する民間組織としては、ABACの他に
PBEC（太平洋経済委員会：Paciﬁc Basin Economic 
Council）とPECC（太平洋経済協力会議：Paciﬁc 
Economic Cooperation Council）がある。PBECは
1967年に設立された太平洋地域における実業人
で構成される民間の組織であり、一方のPECCは
貿易協定として検討されるべきこと、APECが
FTAAPに含まれるべき「次世代型」の貿易および
投資の諸問題（　“next generation” 　trade and
investment issues that FTAAP should contain）の
定義、整理、取組みにおいて重要な役割を果たす
ことにより意味のある貢献を行うこと、等が謳わ
れた。さらに2014年中国（北京）開催のAPECで
は「FTAAP実現に向けたAPECの貢献のための北京
ロード・マップ（The Beijing Roadmap for APEC’s 
Contribution to the Realization of the FTAAP）」を
APEC首脳が承認し、可能な限り早期のFTAAPの最
終的な実現へのコミットメントを確認するととも
に、能力構築（キャパシティ・ビルディング）プ
ロジェクトの第２弾および戦略的研究を2016年末
までに取り進めることが合意され、その成果は
2016年のペルー（リマ）APEC首脳宣言の附属文
書「FTAAPに関するリマ宣言（Lima Declaration 
on FTAAP）」としてまとめられた。現在、TPPは
TPPを牽引してきた米国と日本の２国のうち、ト
ランプ氏が大統領となった米国が「離脱宣言」を
行ったことから、米国を除いた11か国で発効の準
備が進められているが（本稿執筆現在）、TPPのモ
メンタムが弱まってしまっているのは残念である。
　ABTCは、アジア太平洋域内のビジネス関係者の
「移動」（business mobility）を容易にし、域内の
経済交流を促進するために、カード所持者に対
し、ビザを都度取得することなく、ABTC参加の
APECの国・地域へのビジネス渡航を可能にする制
度である。既に述べた様に、ABACが提案し、それ
がAPEC参加国・地域において徐々に採用されて
いった。1997年にまずフィリピン（ABTCスキー
ム提唱国）と韓国、豪州の３か国がこのカードの
運用を開始し10、その後可能となった国が順次運
用を決め、現在、ほぼAPEC全域に普及するに至っ
た。まさしくABACの成果であり、APECとABAC
のAPECパスファインダー・イニシアティブに基
づく「目に見えるビジネス成果」11の典型事例で
ある。
　APECのパスファイダー・イニシアティブに基づ
くABTC制度は日本の採用も比較的早く、2003年
４月から運用をスタートさせた。日本のABACス
キーム参加に当たっては、当時のABAC日本のメン
バーおよび筆者を含むABAC日本スタッフが、小泉
首相（当時）に積極的に働きかけて実現に漕ぎつ
けた経緯がある。2003年のAPEC首脳宛提言書
に、「APECビジネス・トラベル・カード制度への
より多くの国・地域の参加を促すと共に、参加を
表明している国・地域に対して早急な実施を要請
し、本制度への参加を拡大すること（Expand 
participation in the APEC Business Travel Card ‒ 
encouraging more participants and urging those 
who have indicated that they would participate to 
implement it at the soonest possible time.）」との
提言を加えて、他のAPEC参加国・地域にもABTC
制度への参加とスキーム運用開始を促した。
　ABTC所持者は、出入国審査の際にAPECのロゴ
が掲示されている「ABTC専用レーン」（日本で
は、成田国際空港、関西国際空港、中部国際空港
及び羽田空港に設置されている）を利用する。
ABTCを持っていれば制度参加の国・地域に出入国
する際、旅券とABTCのみで（すなわち、査証なし
で）審査を受けることができ12、しかも空港設置
の専用レーンを通過できるため、出入国審査に際
し一般旅客を含む渡航者の長い列に並ぶ必要がな
く、時間の節約が可能となる13。ABTCの具体的な
利点と制度参加国・地域の変遷は図表２の通りで
ある。カード所持者は、カード申請時に参加国・
地域での審査を経ているため、入国審査時にパス
ポートとABTCだけで専用レーンを通過することが
できる。ABTCの裏面に記載されたABTC制度参加
国・地域に何度も簡易な審査で入れることから、
プロジェクトや商談案件を進めるために、域内
国・地域の相手方オフィスを頻繁に訪問する必要
があるといったケースでは、ABTCは極めて有用な
利便性を発揮する 。
「APECビジネス諮問委員会」であり、APEC首脳
に諮問するという位置付けから、ABAC日本の３委
員は内閣総理大臣により任命される。一方、ABAC
が民間（ビジネス）の組織であるという立場上、
その活動経費は自弁で賄われる。ABACで取り上げ
られるテーマは、金融、経済、インフラ、物流、IT、
バイオ、食料安全保障、農業、エネルギー、中小企
業、テロ等、幅広いビジネス全般の分野に及ぶこ
とから、広く産業界の意見を吸い上げてABACの提
言に反映させることを目的に、日本は「ABAC日本
支援協議会（Support Council for ABAC-Japan）」
を組織している。
　ABAC日本支援協議会は1996年に設立された。
1999年のABAC東京会議開催後、ABAC日本の支援
基盤を拡充・強化するためにはビジネス界の声を
一層反映することが不可欠であるとの観点から、
経済４団体（日本経済団体連合会、日本商工会議
所、経済同友会、関西経済連合会）の支援を受け
て60を超える会員である日本企業がABAC日本委
員の活動を支えるようになった。同協議会は、
ABAC日本委員と経済界との有機的なコミュニケー
ションを深め、日本のビジネス界の意見をAPECの
場に積極的に反映させるために、定期的な会合を
通じて意見や情報の交換、APEC/ABAC活動の報告
会、政府関係者との擦り合わせ、ABAC会議に出席
するABAC日本委員やスタッフの活動支援等に当
たっている。
　日本のビジネス界の意見や要望が必ずしもABAC
によるAPEC首脳宛提言に反映されるとは限らない
が、ABAC日本委員関係者は、常に日本の産業界の
意見を代表することを念頭に、貿易・投資の自由
化、同円滑化、経済技術協力、金融等の部門別は
もとより、APEC全体に関わる事項についても、上
記のように、政府や民間企業、他国・地域のABAC
関係者と意見交換、情報交換を行いながら、日本
としての提言をABAC会議の場に持ち寄り議論を重
ねている９。
４．パスファインダー・イニシアティブ
　の成功例のABTC
　さて、ABTCである。ABTCは、上に述べたAPEC
に対する唯一公式の民間諮問組織のABACがスキー
ムを考案し、APECにその導入、運用を提言し、実
現してきたものである。その導入に当たっては、
準備のできた国・地域から率先して始めるという
APECのパスファインダーのアプローチが採られて
きた。
　ABTCは、商用目的で頻繁にAPEC各国・地域を
訪問、移動するビジネス関係者を対象に、一定の
条件のもとで発行・交付されるカードである。
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に予め事前
審査を依頼し承認を受ければ、以後、その国・地
域に渡航する際に、（1）査証（ビザ）なしで、（2）
空港等で専用レーン（ブース）を利用して円滑な
入国審査を受けられる。既に述べた様に、APECの
パスファインダー・イニシアティブは2001年の第
９回APEC上海首脳会議で採択された「上海アコー
ド」で奨励された手法であるが、これにより、
ABTC制度もAPEC参加国・地域内で徐々に導入・
運用を拡大してきた。
　なお、今回本稿の対象としていないAPECのもう
一つのパスファインダー・イニシアティブの取組み
事例が、APEC参加の21の国・地域全体をカバーす
るFTAAP（Free Trade Area of the Asia-Paciﬁc：ア
ジア太平洋自由貿易圏）構築を目指して、まずは参
加可能な12か国によりその前段階として組成を企
図しているTPPである。これについて少しだけ説
明をしておきたい。FTAAPは、そもそもはABACが
2004年にアジア太平洋域内でのAPEC参加国・地
域のFTA締結を念頭に検討し、APEC首脳への提言
書の中で示した自由貿易圏構想である。この構想
に対し当初、APECは慎重な姿勢を示していたが、
2006年に米国が積極姿勢に転じたことからモメン
タムが変わり、その後その実現に向けてAPECで検
討が行われることとなった。ABACは、首脳宛提言
書の中で折に触れてFTAAPの早期実現を提言して
きた。2006年のAPEC（ハノイ）首脳宣言では、「域
内活性化のため、APEC参加の21の国・地域が将来
の目標とするFTAAP構想についてその実現に向け
て基礎的作業を進める」と明記し、４年後の2010年
の日本（横浜）で開催されたAPEC首脳会議の首脳宣
言では、FTAAPがASEAN＋３、ASEAN＋６おおび
TPP協定等の現在進行している取組みを基礎とし
て、さらに発展させることにより、包括的な自由
ら、いわゆる中小企業に勤務するビジネスパーソ
ンもこのカードの申請ができるようになった。そ
れまで、ABTCを申請できる者を雇用する事業者
（会社）について、１年間の貿易売上額が１億円
以上又は海外投資額が５千万円以上という要件が
設けられていたが、中小企業による海外進出の増
加傾向等、企業ニーズに適切に応えるために要件
が緩和された。1997年にAPECがABTCの運用を開
始して以来、APEC各国・地域の利用者は着実に増
加している。日本では、企業の海外展開に資する
有力ツールとしてその認知が徐々に進んできてお
り、ここ数年、ABTC申請者は急増している（申請
は2011年1,972件に対し2015年6,301件。発行は
2015年5,411枚）16。
５．おわりに
　以上、アジア太平洋地域の21の国・地域が参加
する地域経済協力のフォーラムであるAPECは多く
の多様性を有しており、自由で開かれた貿易・投
資の自由化、円滑化という意欲的な目標を、ダイ
ナミズムの源泉とも言えるアジア太平洋の多様性
の中で実現するため、地域を取り巻く環境や実体
に合わせて様々な現実的な取組みとして、参加
国・地域が同時に実施できないプロジェクトで
も、提唱メンバー（あるいはメンバー・グルー
プ）が率先して実施することを内容とする取組み
である「パスファインダー･イニシアティブ
（Path-ﬁnder Initiative）」の対応を行ってきたこ
と、そして、APECに対する唯一にして公式の民間
ビジネスの諮問組織であるAPECビジネス諮問委員
会（ABAC）が提唱し推進してきた、アジア太平洋
域内をビジネスパーソンが査証無しで専用レーン
を通ることで出入国を迅速、容易にするAPECビジ
ネス・トラベル・カード（ABTC）がAPECのこの
パスファインダー･イニシアティブの具体的成功例
であることを論じてきた。
　ABTCはアジア太平洋に頻繁に出張するビジネス
パーソンのために発行され、これを所持すれば
ABTC制度に参加するAPECの国・地域に入国する
際に、旅券とABTCのみで、つまり査証なしで迅速
な入国審査を受けられ、かつABTC専用レーンを通
過できることから、一般旅客と同様に出入国審査
の長い列に並ぶ必要がなくなり、APEC地域を活
躍の場とし、１分１秒でも時間を惜しむビジネス
関係者にとって極めて有用なツールである。本稿
のテーマとはしなかったFTA A P構築の前段階
としてのTPPにおいても、「商用関係者の移動
（Business Mobility）」の分野で、貿易・投資等
のビジネスに従事する自然人の入国及び一時的な
滞在の要件や手続等に関するルールを定めること
を決めており、ABTCはまさにそれに先行するもの
でもある。ABTCはアジア太平洋域内における企業
の海外展開とビジネスパーソンの移動を容易にす
る大切な商用ツールの一つであり、APEC域内の民
間ビジネスを通じた経済交流を一層促進していく
ことが期待される。
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　現在、ABTC制度に正式に参加している国・地域
はAPEC21か国・地域の中で19、暫定参加が米国
とカナダの２か国で14、両国はそれぞれ国内審査
を開始する等の措置をとっている。ABACの要請を
受けて、2015年９月以降の申請からABTCの有効
期限はそれまでの３年から５年に延長された。日
本では外務省経済局APEC室において、ABTC申請
の受理、審査、交付を行っている15。2015年か
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16　 外務省経済局アジア太平洋経済協力（APEC）室
